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「番号法」が施行！  

マイナンバーに関する 

最新情報 

 

◆ついに「番号法」が施行 

10 月 5 日に「番号法（マイ

ナンバー法）」が施行されまし

たが、施行と前後して各省庁

などからマイナンバーに関す

る最新情報が出されていま

す。 

◆本人に交付する源泉徴収票

や支払通知書等への個人番号

の記載について（10/2） 

所得税法施行規則等が改正

され、「本人に交付する源泉徴

収票や支払通知書等には個人

番号の記載が必要ないこと」

が明らかになりました。 

これは、本人交付が義務付

けられている源泉徴収票など

に個人番号を記載することに

より、その交付の際に個人情

報の漏えいや滅失等の防止の

ための措置を講ずる必要が生

じ、従来よりもコストを要す

ることになることや郵便事故

等による情報流出のリスクが

高まるといった声に配慮した

ものです。 

◆個人番号の提供を拒否され

た場合の対応について（10/5） 

特定個人情報保護委員会が

公表している「特定個人情報

の適正な取扱いに関するガイ

ドライン（事業者編）」に関す

る Q&A が最新版に更新され、

「個人番号の提供を拒否され

た場合の対応」が明らかにな

りました。 

これによると、法定調書作

成などに際し従業員から個人

番号の提供を受けられない場

合でも、安易に個人番号を記

載しないで書類を提出せず、

個人番号の記載は法律で定め

られた義務であることを伝

え、提供を求める必要があり

ます。それでもなお提供を受

けられない場合は、提供を求

めた経過等を記録・保存する

などし、単なる義務違反でな

いことを明確にしておかなけ

ればなりません。経過等の記

録がないと、個人番号の提供

を受けていないのか、あるい

は提供を受けたのに紛失した

のかが判別できないためで

す。 

◆年金機構に添付書類として

提出する住民票について

（10/7）。 

日本年金機構がマイナンバ

ーに関する文書（日本年金機

構に提出する住民票について

のお願い）を公開し、年金請

求時などに必要な書類（添付

書類）として住民票を同機構

に提出する場合には「個人番

号（マイナンバー）が記載さ

れていない住民票を提出する

必要があること」が明らかに

なりました。 

これは、一連の「不正アク

セスによる情報流出事案」の

影響により、当分の間、同機

構においては個人番号（マイ

ナンバー）の利用ができなく

なっているためです。 

 

荷主側の協力も求められ

ている！ 押さえておきた

い物流業界の現状 

◆運賃値上げの機運が高まっ

ている 

「運賃、高くなったなあ…」、

製品を出荷するたびに、そん

なふうに感じている事業者の

方も多いのではないでしょう

か。現在、一部の物流大手で

は運賃の値上げに踏み切って

います。まだ業界の一部の動

きではありますが、物流業界



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体で運賃値上げの機運が高

まっているとの指摘もあり、

今後、中小・零細企業がこれ

に追随することも十分考えら

れます。 

◆物流業界の人材不足が１つ

の要因 

物流という観点から日本経

済を下支えしているトラック

運送業界では、人材不足が深

刻です。 

積荷の量が増え、その荷を

運ぶためのトラックの用意は

できていても、運転するドラ

イバーの数が足りないという

運送業者が増えています。 

物流業界は「長時間労働・

低賃金」というイメージが先

行しており、なかなかなり手

もいないのが現状です。 

そのような中でトライバー

を確保するためには、労働環

境を整備することも求められ

ることとなり、これが運賃の

値上げに跳ね返っているとい

う面もあります。 

◆国も荷主へ協力依頼 

平成 27 年 5 月には、厚生労

働省・国土交通省共催で、取

引環境の改善および長時間労

働の抑制を実現するための具

体的な環境整備等を図ること

を目的として「トラック輸送

における取引環境・労働時間

改善中央協議会」が開催され

ました。 

この協議会では、平成 31 年

4 月までにトラック輸送にお

ける長時間労働の抑制に向け

て、全国でトラック運送事業

における長時間労働の実態調

査を実施するなど、今後も議

論を進めることとしていま

す。 

長時間労働の是正も賃金

の引上げも、荷主側の協力が

なければ果たすことができ

ません。この点、協議会には

大手荷主も参加しており、今

後は協力が求められる部分

が増えることとなりそうで

す。 

 

11月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

2 日 

○ 個人の道府県民税・市町村

民税の納付＜第 3 期分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出

＜休業 4 日未満、7 月~9

月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払

報告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険料の納付＜延納

第 2 期分＞［郵便局または

銀行］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定

所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇用

保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月

末日＞［公共職業安定所］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

 

～当事務所より一言～ 

 番号法が施行され、ますま

す情報リスクの管理が重要

になります。 

先日、私は IT パスポート

を取得しましたが、これか

らも、情報社会へ対応でき

る法曹を目指し、鋭意努力

していく所存です。 

採用した労働者がいる場

合＞［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開

始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始して

いる場合＞［労働基準監督

署］ 

16 日 

○ 所得税の予定納税額の減

額承認申請書の提出［税務

署］ 

30 日 

○ 個人事業税の納付＜第 2

期分＞［郵便局または銀

行］ 

○ 所得税の予定納税額の納

付＜第 2 期分＞［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払

報告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定

所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇用

保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月

末日＞［公共職業安定所］ 


